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D I S C L O S U R E  2 0 2 1JA 自己改革の取組み

 「にいがた農業応援ファンド」の取組み

　JA グループ新潟では「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」を不断の取組みとしていくた
め、平成28年度からの３年間に続き、令和元年度から令和３年度の３年間における農業者への支援パッケージと
して、「にいがた農業応援プログラム」を展開しています。
　中でも、柱となる事業の一つである「にいがた農業応援ファンド」について、令和２年度は、「新潟県園芸振
興基本戦略」で推進する販売額１億円以上の園芸産地を目指す担い手への支援事業として「１億円園芸産地チャ
レンジ事業」を創設しました。また、「園芸生産拡大支援事業」、「新規・親元就農応援事業」および「商談会等
販路拡大の活動支援事業」を継続し、農業者の取組みを支援しました。
　皆さまより多数のご応募をいただき、審査・抽選の結果、４事業合計で253件・55,332千円の助成を採択しま
した。
　令和３年度は、「１億円園芸産地チャレンジ事業」の助成枠を拡充する等、引き続き農業者の取組みを後押し
する、より踏み込んだ支援に努めてまいります。

にいがた農業応援ファンド取組実績（令和２年度）� （単位：件、千円）

事業名 申請件数 申請額 採択件数 採択額

１億円園芸産地チャレンジ 166 48,982 61 19,872 

園 芸 生 産 拡 大 支 援 136 25,441 132 24,510 

新 規・親 元 就 農 応 援 52 10,400 52 10,400 

商談会等販路拡大の活動支援 8 583 8 550 

合 　 　 計 362 85,406 253 55,332 

にいがた農業応援ファンドを活用して導入した農機具

令和３年度のプログラム実施内容

　直面する課題の克服にチャレンジする

担い手のあと一歩を応援し、「農業者の所

得増大」、「農業生産の拡大」、「地域の活

性化」の実現に寄与することを目的とした

ファンドを展開する。

（１）内容
　課題克服にチャレンジする担い手に、必

要な資金の一部を助成する。

（２）助成額
　80百万円

（３）助成対象事業
　①１億円園芸産地チャレンジ

　②園芸生産拡大支援

　③新規・親元就農応援

　④商談会等販路拡大の活動支援

１．「にいがた農業応援ファンド」の展開 2.担い手向け金融支援策の提供

（１）「担い手支援資金」（愛称：アグリＶ）
の継続

　利子補給・保証料助成後の当初3年間に

おける実質金利を0.5％（保証料込）で提

供するアグリＶの取扱いを継続する。

（２）保証料助成の継続
　農業近代化資金にかかる県農業信用基

金協会保証料の助成を継続する。

３．プログラムの推進・支援体制の構築

（１）「JAグループ新潟担い手サポート
センター」との連携

　中央会・連合会による事業横断的な担い

手サポートセンターと連携し、担い手の多

様なニーズへの総合的な対応に努める。

（２）専門家等の活用による相談支援機
能の強化

 担い手サポートセンターは、農業の現場

に精通した専門家の活用により、担い手の

相談支援に必要な体制を確保する。
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事業の概況

 不良債権の状況

 対処すべき課題

　令和3年度は、第17次中期経営計画の最終年度となり、ＪＡにおいて、自己改革を不断の取組みとして継続す
るとともに、持続可能な経営基盤の確立・強化に向けて、事業変革を実践していく重要な年度であります。
　当会は、厳しい経営環境が見込まれる中、引き続き、役職員一人ひとりが危機感とスピード感を持って、重点
実践事項として掲げた取組みを完遂し、安定した利益還元と充実した機能還元を通じて、ＪＡと一体となって自
己改革・事業変革の取組みを進めてまいります。

農業・地域の成長支援
　JA と一体となって、農業者への適切な資金対応や課題解決に向けた提案、生産者と食農関連企業を繋ぐ取組み
を行うことで、農業所得の向上と農業者の満足度向上を図り、農業者の成長と農業・地域の成長を支援します。

JA 事業変革の一体的実践
　総合事業の強みを発揮し、一層必要とされる地域金融機関を目指して、適正な調達管理を踏まえつつ、組合員・
利用者目線での商品・サービスを提供するとともに、業務の合理化・効率化を JA と一体となって実践することに
より、将来にわたって持続可能な収益構造・事業運営体制の構築に取り組みます。

地域農業・経済への貢献と収益力の強化
　農業法人・食農関連企業をはじめとした地元企業等に対する適切な資金供給や、事業性評価に基づく提案等に
より、地域農業・経済の発展に貢献します。また、安定した利益還元に向けて積極的な投融資を行い、収益力の
更なる強化に努めます。

強固な経営基盤の確立
　厳しい市場環境や金融規制等に適確に対応するとともに、JA の事業変革・新たな JA 合併構想の実現を支援す
るため、組織、人材、資本を最大限に活用し、県域本部機能の更なる発揮に向けた強固な経営基盤を確立します。
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13.34％ 13.66％
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単体自己資本比率の推移� （単位：百万円、％）

平成31年３月末 令和２年３月末 令和３年３月末

自 己 資 本 額‌🄐🄐🄐🄐 154,789 150,740 161,481

リ ス ク・ ア セ ッ ト‌🄑🄑🄑🄑 1,003,549 1,129,299 1,181,821

自己資本比率＝ 🄐🄐🄐🄐 🄐🄐 🄑🄑🄑🄑 🄐🄐100 15.42 13.34 13.66
・‌‌運用資産の増加に伴いリスク・アセット額は増加したものの、会員 JA から

の後配出資金の受入れによる増資を行ったことから、自己資本比率は、前年
比0.32ポイント上昇し、13.66％となりました。

・‌‌国内基準（４％）および国際統一基準（８％）を上回り、高い安全性・健全
性を維持しています。
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合計 731

要管理債権

危険債権

破産更生等債権

不良債権比率
0.34％ 0.27％→

89

720
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合計 867金融再生法開示債権（単体）の推移� （単位：百万円、％）

債権区分 令和2年3月末 令和3年3月末 増減

破 産 更 生 等 債 権‌ ① 19 11 △8

危 険 債 権 ‌ ② 758 720 △38

要 管 理 債 権‌ ③ 89 － △89

小計（①＋②＋③＝Ａ） 867 731 △135

正 常 債 権 ‌ ④ 253,711 262,997 9,286

債権額合計（Ａ＋④＝Ｂ） 254,578 263,729 9,150
債権額に占める開示債権
の 割 合　（ Ａ 🄐🄐 Ｂ 🄐🄐100） 0.34 0.27 △0.07

・‌‌不良債権比率は、不良債権額の減少と正常債権額の増加により、前年比で
0.07ポイント改善し、0.27％となりました。


